地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所　中期計画変更に係る新旧対照表

	変　更　案
	現　　行（平成24年4月1日認可）
	変更理由



	
第1　住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達
成するためとるべき措置
　　略

 ４　連携の促進

　　略

(1) 行政機関、金融機関等との連携による多様な支援
　　　　　略
  　項目削除
(2) 産学官連携の推進

　
　　　略
５　大阪市立工業研究所との統合に向けた取組の推進
    地方独立行政法人大阪市立工業研究所との統合によるマネジメントの一元化を通じた効果的な事業展開と効率的運営を見据え、両研究所代表及び設立団体代表、外部機関等代表から構成する合同経営戦略会議での経営戦略の一体化をはじめ、業務プロセスの共通化、研究開発、技術支援サービス、情報発信等における連携事業の実施など、機能面の実質的な統合と事業の効率化を図る。

(1)  経営戦略の一体化に向けた取組

合同経営戦略会議により、経営戦略という大きな方向性を一体的に決定する。

(2)  業務プロセスの共通化に向けた取組

合同経営戦略会議の下に、ワーキンググループを設置し、次の業務プロセスの共通化について検討し、実現可能なものから順次実施する。

・機器購入・評価判定

・研究テーマ選定

・広報・顧客拡大
(3)  研究開発における連携の推進

　　合同経営戦略会議の下に、ワーキンググループを設置し、両研究所の得意分野を融合した高度な研究開発について検討・推進する。

(4)  技術支援サービスや情報発信等における連携の推進

合同経営戦略会議の下に、ワーキングループを設置し、次の連携事業について検討し、実現可能なものから順次実施する。

・共通技術相談窓口の設置

・支援サービスの料金・手続きの統一

・各種システムの統一

・サテライト研究室の開設

・合同イベント・合同PR

・合同職員研修

　　　　　　
	
第1　住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置
　　略

 ４　連携の促進

　　略

(1) 行政機関、金融機関等との連携による多様な支援
　　　　　略
④　大阪市立工業研究所との連携

地方独立行政法人大阪市立工業研究所と連携して講演会・セミナー等を開催する。
(2) 産学官連携の推進

　
　　　略
　　項目追加
 
	●「５　大阪市立工業研究所との統合に向けた取組の推進」を項目として追加し、そちらにより詳細を記載するため削除。
●地方独立行政法人大阪市立工業研究所との統合にかかる府市の方針決定に伴う項目の追加。
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